
87 地域公共交通確保維持改善事業 URL https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

協議会
事業者等 ハード・ソフト 1/3、2/3、

1/2、定額 等
令和７年２月下旬
以降（予定）等 20,905 国土交通省総合政策局地域交通課

03-5253-8396

５．生活サービスに関する施策（地域交通）

（百万円）
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88 地域公共交通確保維持改善事業費補助金
（自動運転社会実装推進事業） URL https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000066.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

地方公共団体 ハード・ソフト 4/5 ４月以降 20,905の内数
国土交通省 物流・自動車局
技術・環境政策課
03-5253-8592

５．生活サービスに関する施策(地域交通)

（百万円）

● 自動運転は、人手不足や交通事故の削減等、地域公共交通が抱える課題に対する解決手段の一つとして期待
● 地方公共団体による、レベル４自動運転移動サービス実装に係る初期投資を支援

補助率 ４／５

対象事業イメージ
・定時定路線型の自動運転移動サービス
・専用道などを用いたBRT自動運転移動サービス
・特定のポイント間で運行するデマンド型の自動運転移動サービス 等

対象事業者 地方公共団体（都道府県・市町村）

補助対象経費

・車両購入費・リース費
・車両改造費
・自動運転システム構築費
・リスクアセスメント、ルート選定等の調査費 等

自動運転大型バス

自動運転タクシー

（１）重点支援

（２）一般支援

支援の枠組み

○地域公共交通の先駆的・優良事例として横展開できる事業
（例）
・既存のバス路線を大型バスにより、自動運転化し大量輸送を確保し事業採算性を向上
・自動運転タクシーにより、個別輸送・面的輸送に対応できる機動的な移動サービスを実現 等

○上記を除く、早期にレベル４達成が見込まれる事業
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89 地域新MaaS創出推進事業 URL HP https://www.meti.go.jp/policy/automobile/caseyosan.html
事例等 https://www.meti.go.jp/policy/automobile/r6sumamobisaitakujigyougaiyou.pdf

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

企業・団体等 ハード・ソフト 委託金 2月中旬～
3月上旬 4月～1月 4,800の内数 経済産業省 自動車課 モビリティDX室

03-3501-1690

５．生活サービスに関する施策(地域交通)

（百万円）

 カーディーラーを活用した「モビリティハブ」×「異業種サービス
（物流・旅行・教育 等）連携」により、地域の生活を支える
拠点の創出を目指す。

交通の乗換拠点に加え、宅配BOXや子育て・教育イベント等
の多様なサービスを組合わせた実証を行い、各サービスの実
現可能性を検証するとともに、カーディーラーの新たな需要
や価値・事業性について検証する。

実証実験イメージ
＜新しい交通サービスの展開イメージ＞

＜②横展開＞スマートモビリティチャレンジ推進協議会

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」

民間事業者

地方自治体

大学・研究機関

全382団体(内自治体123)日本版MaaS
推進・支援事業
(国土交通省)

その他（全国での独自の取組）

 地域と企業の協働による意欲的な挑戦を促す「スマートモビ
リティチャレンジ」プロジェクトを開始。会員数は382団体。

 MaaSに関する情報発信や会員同士のマッチング、シンポジ
ウム開催などの地域・企業等の連携強化を促進する取組を
実施。

 またこれから構想づくりに取り組む地域や、実証段階で伸び
悩む地域に対して、伴走支援を実施。

地域新MaaS
創出推進事業
（経済産業省）

＜①先進事例の実証支援＞例：神奈川県川崎市

移動課題の解決や地域経済活性化、モビリティ関連産業の裾野拡大につながる新たなモビリティサービスの実装に向け、 ①先進事例の
実証支援、それら各地での実証成果から得られた知見を活かし、②地域への伴走支援事業やシンポジウム開催などを通じた事例の横展
開を推進中。

事例等HP
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○ 自治体・物流事業者等が連携しながら、トラック等の陸上輸送
とドローン配送を組み合わせてラストワンマイル配送を効率化す
る取組を支援（災害時の活用を見据えた平時からの事業化にも寄与）。

90 ドローン配送拠点整備促進事業 URL 調整中

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R６年度補正予算 問合せ先
民間企業や地方公共
団体等からなる共同
事業体又は協議会等

ハード・ソフト 1/2 5月～6月頃 調整中
国土交通省
物流・自動車局物流政策課
03-5253-8799

５．生活サービスに関する施策(物流・配送)

（百万円）

○ 離島や山間部などの過疎地域の物流の担い手不足や貨
物量の減少等に対応し、地域の物流網の維持・確保を図
るため、自治体、物流事業者等が連携して取り組むドロー
ンを活用したラストワンマイル配送拠点の整備を支援。

事 業 目 的

○ 過疎地域では都市部よりも担い手不足や貨物量減少、
積載率低下などの課題が深刻化しており、地域の物流網の
維持・確保を図るための取組が急務となっている。

○ また、能登半島地震の災害対応では、道路が遮断された
孤立集落までドローンを活用した迅速な支援物資輸送※が
行われており、平時からドローン配送拠点を整備することは
災害時の輸送手段を確保する観点からも有益。

⇒過疎地域のラストワンマイル配送の効率化と災害時の代
替輸送手段の確保のため、平時からドローン配送拠点を
整備。

背 景 ・ 経 緯

社会受容性の確保や自治体・事業者の運用ノウハウの蓄積に寄与

平時からの事業化

・宅配便
・医薬品配送
・買い物支援 等

配送拠点の整備

災害時における
支援物資輸送体制の構築

１対多運航による輸送
サービスの実施

レベル４飛行による輸送
サービスの充実

事 業 概 要

過疎地域におけるドローン物流の社会実装を促進
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91 モーダルシフト等推進事業 URL https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

荷主企業及び貨物運
送事業者等物流に係
る関係者によって構
成された協議会で

あって、予め大臣の
認定を受けた者

モーダルシフト等の
物流効率化の取組に
ついて物流効率化法
に基づく「総合効率
化計画」の策定経費
や、「認定総合効率
化計画」に基づく初

年度の運行経費

定額
1/2以内
2/3以内

5月～6月 40.6
国土交通省 物流・自動車局
物流政策課
03-5253-8799

５．生活サービスに関する施策(物流・配送)

（百万円）
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